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(57) ADStract: A key switch structure which enables a reduction in the width o f the key switch. A key sw c structure comprises
a first support member (22), a second support member (23), and a tnird support member which are arranged independently o f each
other, the first support member (22) having rotation pins (22d, 2 2e and slide pins (22a, 22b), the second support member (23)
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24) so that the key top (21) can move i n the vertical direction. The length o f at least one side of each o f the support members i s set
t o be less than or equal t o the mounting diameter o f a rubber dome (27).

(57) 要約：
[続葉有]



キ 一 スィ ッチの幅 を狭 くす る ことが可能 なキ 一 ス ィ ッチ構 造 を提 供 す る。 回転 ピン （2 2 d 、 2 2
e ) と摺動 ピン （2 2 a 、 2 2 b ) を有す る第 1 支持部材 （2 2 ) と、 回転 ピン （2 3 e 、 2 3 f ) と
摺動 円柱部 （2 3 a ) を有す る第 2 支持部材 2 3 と摺 動可能 に保持 され る先端部 （2 4 d 、 2 4 e ) と
支軸部 （2 4 a ) を有す る第 3 支持部材 をそれ ぞれ独 立 に配置 す る。 これ らの支持部材 （2 2 、 2 3 、
2 4 ) に よ リキ一 トップ （2 1 ) は上 下動 可能 に支持 され 、各支持 部材 の少 な くとも一辺 は、 ラバ 一
ドーム （2 7 ) の配置径 以下に設定 され る。



明 細 書

発明の名称 ：キ一スィッチ構造

技術分野

[0001 ] 本発明は、パーソナルコンピュータなどに使用されるキ一スィッチの構造

に関 し、特に、薄型、小型のパーソナルコンピュータに用いられるキ一スィ

ツチ構造に関する。

背景技術

[0002] 従来、可搬型のパーソナルコンピュータ等に用いられるキーボー ドにおい

ては、キー トップのどの部分を押下 してもキー トツプが傾 くことなく下降す

る所謂操作性を確保するようにしている。そのために従来のキースィッチ構

造においては、キ一 トップの下部にリンク機構を備えている。キ一 トップの

下部にリンク機構を備えたキ一スィッチ構造としては、例えば、特開 2 0 0

1 - 2 2 9 7 6 4 号に開示されるものがある。

[0003] 図 1 6 に上記文献に開示されるリンク機構を備えた従来のキースィツチ構

造を示す。図 1 6 において、従来のキ一スィツチ 1 0 は、キ一 トップ 1 1 と

、キー トップ 1 1 に対 して回転可能に設けられた第 1 リンク部材 1 2 と、キ

— トップ 1 1 に対 して摺動可能に設けられた第 2 リンク部材 1 3 と、キー ト

ップ 1 1 が押下されることにより屈曲 し、押下力が排除されるとキー トップ

1 を元の位置に復帰させるラバー ドーム （弾性復帰部材） 1 4 と、第 1 、

第 2 リンク部材 1 2 、 1 3 を保持するホルダ一 1 5 と、ラバ一 ドーム 1 4 の

直下に接点部 1 6 a を有するメンブレンシー ト1 6 と、ホルダ一 1 5 が固定

されるバックプレー ト1 7 とにより構成されている。第 1 リンク部材 1 2 と

第 2 リンク部材 1 3 によりリンク機構が構成される。

[0004] また、バックプレー ト1 7 には上方に突出する打ち出 し部 1 7 a が形成さ

れており、この打ち出 し部 1 7 a は、メンブレンシ一 ト1 6 に形成された透

孔 1 6 b に入 り込む。またホルダ一 1 5 の下部には溶着用 ピン 1 5 a が形成

されており、この溶着用 ピン 1 5 a は、バックプレー ト1 7 の打ち出 し部 1



7 a に形成された孔 1 7 b に入り込むようになつている。溶着用ピン 1 5 a

が孔 1 7 b に入り込んだ状態で、バックプレー ト1 7 は、メンブレンシ一 ト

6 を挟んでホルダ一 1 5 に溶着される。

[0005] 以上のキ一スィッチ構造においては、仮にキ一 トップ 1 1 の端部が押下さ

れた場合でも、第 1 、第 2 リンク部材 1 2 、 3 からなるリンク機構により

キー トップ 1 1 は水平状態を維持しながら下降する。例えば、図 1 6 に矢印

A で示すキー トップ 1 1 の端部の位置が押下された場合、まず第 1 リンク部

材 1 2 の右端部が下降する。第 1 リンク部材 1 2 の左端部は左側へ移動する

。これにより第 1 リンク部材 1 2 の中央部は下降し、中央部で第 1 リンク部

材 1 2 と連結されている第 2 リンク部材 1 3 も下降する。第 2 リンク部材 1

3 の下降によりキー トップ 1 1 の左端部も下降する。このようにキー トップ

1 の端部を押下してもキー トップ 1 1 が水平状態を保ったまま下降するこ

とで、押下位置による操作感の差異がないように、即ち、操作性を確保する

ようにしている。

発明の開示

発明が解決しょうとする課題
[0006] しかしながら上記従来のキ一スィッチ構造においては、第 1 リンク部材と

第 2 リンク部材で構成されるリンク機構がラバー ドームを囲むように配置さ

れている。即ち、第 1 リンク部材と第 2 リンク部材が水平方向に重なった部

分がラバ一 ドームの両側に位置 している。そのため、ラバ一 ドームの両側に

リンク機構を配設するためのより広いスペースを必要とし、キースィッチの

幅を狭くすることが困難であるという問題があった。

[0007] また従来のキ一スィッチ構造においては、リンク機構を構成する第 1 リン

ク部材と第 2 リンク部材のうち、一方のリンク部材のホルダー側を摺動可能

とするとともに他方のリンク部材のキー トップ側を摺動可能としているので

、キー トップが押下された際にキー トップは水平方向にずれながら下降する

という問題もあった。

課題を解決するための手段



[0008] 上記課題を解決するために本発明は、キー トップを押下 して接点を導通 し、

復帰部材によりキー トップを元の位置に戻すキースィツチ構造において、前

記キー トップを上下動可能に支持する支持部材を複数具備 し、前記複数の支

持部材はそれぞれ、少な くとも一辺が前記復帰部材の配置径以下であること

を特徴 とするものである。複数の支持部材のうち少な くとも一つの支持部材

に、非押下時のキー トップを水平状態に保持する保持部を設けるように して

もよい。また複数の支持部材のうち少な くとも一つの支持部材の所定方向の

位置ずれを規制する第 1 の規制部と、前記少な くとも一つの支持部材に対す

るキー トップの前記所定方向の位置ずれを規制する第 2 の規制部とを設ける

ように してもよい。

発明の効果

[0009] 本発明によれば、支持部材が復帰部材の周囲に配設されない構成とするこ

とが可能とな り、幅狭のキースィッチを提供することが可能となる。また複

数の支持部材のうち少な くとも一つの支持部材に、非押下時のキー トップを

水平状態に保持する保持部を設けることにより、非押下時のキー トップを水

平状態の保持することができる。また複数の支持部材のうち少な くとも一つ

の支持部材の所定方向の位置ずれを規制する第 1 の規制部と、前記少な くと

も一つの支持部材に対するキー トップの前記所定方向の位置ずれを規制する

第 2 の規制部とを設けることにより、キー トツプが押下された際にキー トッ

プの水平方向のずれが発生 しない構成とすることができる。

図面の簡単な説明

[001 0] [図1] 本発明の実施例 1 のキースィツチ構造を示す平面図である。

[図2] 実施例 1 のキ一スィツチ構造を示す側面図である。

[図3] 実施例 1 の第 1 支持部とその周辺を示す側面図である。

[図4] 実施例 1 の第 1 支持部材 とその周辺を示す拡大平面図である。

[図5] 第 2 支持部とその周辺を示す側面図である。

[図6] 第 2 摺動保持部を示す側面図である。

[図7] 第 3 支持部材 とその周辺を示す側面図である。



[ 図8] 第 1 ホル ダー を示す平面図である。

[図9] 第 2 ホル ダー を示す平面図である。

[図 10 ] 第 1 ホル ダーおよび第 2 ホル ダーの固定状態 を示す説明図である。

[図 11] 第 1 支持部材、第 2 支持部材及び第 3 支持部材 とラバー ドームの大 き

さの関係 を示す説明図である。

[図 12 ] 第 1 支持部材の動作 を示す説明図である。

[図 13 ] 第 2 支持部材の動作 を示す説明図である。

[図 14 ] 第 3 支持部材の動作 を示す説明図である。

[図 15 ] 実施例 2 のキ一スィ ッチを示す平面図である。

[図 16] リンク機構 を備 えた従来のキースィ ツチ構造 を示す断面図である。

発明を実施するための最良の形態

[001 ] 以下、本発明の実施の形態 を図面に したが って説明す る。図 1 は本発明の

実施例 1 のキ一スィ ツチ構造 を示す平面図、図 2 は実施例 1 のキ一スィ ツチ

構造 を示す側面図である。

実施例 1

[001 2 ] 図 1 、図 2 において、実施例 1 のキ一スィ ッチ 2 0 は、キ一 トップ 2 1 と

、キー トップ 2 1 を上下動可能に支持す る第 1 支持部材 2 2 と、第 2 支持部

材 2 3 および第 3 支持部材 2 4 と、第 1 支持部材 2 2 および第 3 支持部材 2

4 を保持す る第ホル ダー 2 5 と、第 2 支持部材 2 3 および第 3 支持部材 2 4

を保持す る第 2 ホル ダ一 2 6 と、キー トップ 2 1 が押下 され ると屈曲 し、押

下力が排除 され るとキー トップ 2 を元の位置 に復帰 させ るラバー ドーム （

復帰部材） 2 7 と、ラバー ドーム 2 7 の直下に図示 しない接点部 を有す るメ

ンブ レンシ一 ト2 8 およびバ ックプ レー ト2 9 とを有す る。なお図 1 におい

てキ一 トップ 2 は説明の都合上破線で示 してある。

[001 3 ] キー トップ 2 1 の下面には、一対の第 1 摺動保持部 3 1 a 、 3 1 b 、一対

の第 2 摺動保持部 3 2 a 、 3 2 b および一対の回転保持部 3 3 a 、 3 3 b が

設 けられている。第 1 摺動保持部 3 1 a 、 3 1 b は、図 1 、図 3 に示す よう

に、第 1 支持部材 2 2 の一方の端部両側面に形成 された摺動 ピン 2 2 a 、 2



2 b が摺動可能に係合す る溝部 3 1 c 、 3 1 d を有 し、摺動 ピン 2 2 a 、 2

2 b は、キー トップ 2 が押下 された際および押下状態か ら元の位置 に復帰

す る際に、溝部 3 1 c 、 3 1 d 内を摺動す る。また摺動 ピン 2 2 a 、 2 2 b

の先端部によ り溝部 3 1 c 、 3 1 d の外側壁 3 1 c a 、 3 d a がそれぞれ

位置規制 され ることによ り、キー トップ 2 1 が図 1 に示す矢印 Y 方向に位置

規制 され る。なお図 3 は第 1 支持部 とその周辺を示す側面図である。

[001 4 ] 図 4 は第 1 支持部材 とその周辺を示す拡大平面図である。図 3 、図 4 にお

いて、第 1 摺動保持部 3 1 a 、 3 1 b の上部はそれぞれキ一 トップ 2 1 の矢

印 Y 方向の中央方向に延長 されてお り、 この延長部 3 1 e 、 3 1 f の下面に

、キー トップ 2 が非押下時に、第 1 支持部材 2 2 の端部に形成 された面取

り部 2 2 c (図 3 に示す）が面接触す る。面取 り部 2 2 c が延長部 3 e 、

3 1 f の下面に面接触す ることによ り、キ一 トップ 2 1 は非押下時に安定 し

た状態で位置保持 され る。

[001 5 ] 第 1 支持部材 2 2 の他方の端部両側面には回転 ピン 2 2 d 、 2 2 e が形成

され、回転 ピン 2 2 d 、 2 2 eは第 1 ホル ダ一 2 5 に形成 された溝部 2 5 a 、

2 5 b にそれぞれ回転可能に嵌入 している。回転 ピン 2 2 d 、 2 2 e の先端

部がそれぞれ溝部 2 5 a 、 2 5 b の奥壁 2 5 a a 、 2 5 b a によ り位置規制

され ることによ り、第 1 支持部材 2 2 が図 1 に示す矢印 Y 方向に位置規制 さ

れ る。第 1 支持部材 2 2 の他方の端部先端側 には突起部 2 2 f が設 けられて

いる。突起部 2 2 f は、図 3 に示す ように第 1 支持部材 2 2 の回転角度 を規

制す るもので、第 1 支持部材 2 2 が所定の角度まで回転 した際にメンブ レン

シー ト2 6 に面接触す るテ一パ面 2 2 f a が形成 されている。突起部 2 2 f

は、図 4 に示す ように、第 1 ホル ダ一 2 5 の溝部 2 5 c に回転可能に入 り込

んでいる。

[001 6] 第 2 摺動保持部 3 2 a 、 3 2 b は、図 5 、図 6 に示す ように、第 2 支持部

材 2 3 の一方の端部両側面に形成 された摺動円柱部 2 3 a の両端部が摺動可

能に係合す る溝部 3 2 c 、 3 2 d を有 し、摺動円柱部 2 3 a は、キー トップ

2 が押下 された際および押下状態か ら元の位置 に復帰す る際に、溝部 3 2



c 、 3 2 d 内を摺動する。また摺動円柱部 2 3 a の両端部がそれぞれ溝部 3

2 c 、 3 2 d に係合することによ り、キ一 トップ 2 1 が図 6 に示す矢印 Y 方

向に位置規制 され る。なお図 5 は第 2 支持部材 とその周辺を示す側面図、図

6 は第 2 摺動保持部を示す側面図である。

[001 7] 図 1 、図 5 において、第 2 支持部材 2 3 の他方の端部両側面には回転 ピン

2 3 e 、 2 3 f が形成 され、回転 ピン 2 3 e 、 2 3 f は第 2 ホルダ一 2 6 に

形成 された溝部 2 6 a 、 2 6 b にそれぞれ回転可能に嵌入 している。回転 ピ

ン 2 3 e 、 2 3 f の先端部がそれぞれ溝部 2 6 a 、 2 6 b の奥壁によ り位置

規制 され ることによ り、第 2 支持部材 2 3 が図 1 に示す矢印 Y 方向に位置規

制 され る。第 2 支持部材 2 3 の他方の端部には面取 り部 2 3 g が形成 されて

いる。面取 り部 2 3 g は、図 5 に示すように第 2 支持部材 2 3 の回転角度を

規制するもので、第 2 支持部材 2 3 が所定の角度まで回転 した際にメ ンブレ

ンシー ト2 6 に面接触する。第 2 支持部材 2 3 の他方の端部は、第 2 ホルダ

- 2 6 の溝部 2 6 c に回転可能に入 り込んでいる。

[001 8] 第 2 支持部材 2 3 は、図 1 及び図 5 か ら判るように、クランク状の角柱か

らな り、その側面 2 3 h 、 2 3 i が第 2 ホルダ一 2 6 の内壁部 2 6 g 、 2 6

h に摺接することによつても、第 2 支持部材 2 3 は図 1 に示す矢印 Y 方向に

位置規制 され る。また本実施例で第 2 支持部材 2 3 をクランク状に形成 して

いるように、キースィ ッチの形状、大きさ又はラバ一 ドームの配置等に応 じ

て、支持部材の形状を変えることができ、柔軟な対応が可能である。

[001 9] 一対の回転保持部 3 3 a 、 3 3 b は第 3 支持部材 2 4 を回転可能に保持す

る。即ち、回転保持部 3 3 a 、 3 3 b は、図 1 及び図 7 に示すように、第 3

支持部材 2 4 の支軸部 2 4 a を回転可能に保持する溝部 3 3 c 、 3 3 d をそ

れぞれ有 し、支軸部 2 4 a は、キー トップ 2 1 が押下 された際および押下状

態か ら元の位置に復帰する際に、溝部 3 3 c 、 3 3 d 内を回転する。図 7 は

第 3 支持部材 とその周辺を示す側面図である。

[0020] 第 3 支持部材 2 4 は概ね コの字状に形成 され、支軸部 2 4 a の他に側端部

2 4 b 、 2 4 c および先端部 2 4 d 、 2 4 e を有する。一方の先端部 2 4 d



は、図 1 に示すように、第 1 ホルダ一 2 5 に形成された溝部 2 5 d に矢印 Y

方向に摺動可能に嵌入 している。第 1 ホルダー 2 5 には突起部 2 5 e が形成

され、突起部 2 5 e の先端部が第 3 支持部材 2 4 の側端部 2 4 b の内側に当

接 している。またキー トップ 2 1 の端部内側には固定壁 2 a が突出 して形

成されてお り、固定壁 2 1 a は第 3 支持部材 2 4 の側端部 2 4 b の外側に当

接 している。即ち、上記突起部 2 5 e と固定壁 2 1 a とで第 3 支持部材 2 4

の側端部 2 4 b を摺動可能に保持 している。第 3 支持部材 2 4 の側端部 2 4

b はキ一 トップ 2 1 の押下に伴 って回動動作をするが、突起部 2 5 e および

固定壁 2 a は、側端部 2 4 b が回動動作をしても常に側端部 2 4 b に当接

するような形状および位置に形成されている。

[0021 ] 第 3 支持部材 2 4 の他方の先端部 2 4 e は、図 1 に示すように、第 2 ホル

ダ_ 2 6 に形成された溝部 2 6 d に矢印 Y 方向に摺動可能に嵌入 している。

第 2 ホルダー 2 6 には壁部 2 6 e が形成され、壁部 2 6 e は第 3 支持部材 2

4 の側端部 2 4 c の内側に当接 している。またキー トップ 2 の端部内側に

は固定壁 2 b が突出 して形成されてお り、固定壁 2 b は第 3 支持部材 2

4 の側端部 2 4 c の外側に当接 している。即ち、上記壁部 2 6 e と固定壁 2

b とで第 3 支持部材 2 4 の側端部 2 4 c を摺動可能に保持 している。壁部

2 6 e および固定壁 2 1 b は、第 3 支持部材 2 4 の側端部 2 4 c が回動動作

をしても常に側端部 2 4 c に当接するような形状および位置に形成されてい

る。

[0022] 図 8 は第 1 ホルダーを示す平面図である。図 8 において、第 1 ホルダー 2

5 には、複数 （3 個）の固定用 ピン 2 5 f が設けられ、また第 2 ホルダ一 2

6 にも、図 9 に示すように、複数 （2 個）の固定用 ピン 2 6 f が設けられて

いる。これ らの固定用 ピン 2 5 f 、 2 6 f は、図 1 0 に示すバ ックプレー ト

2 9 に形成された打ち出 し部 2 9 a に形成された孔 2 9 b に挿入されて溶着

される。打ち出 し部 2 9 a の上部はメンブレンシ一 ト2 8 に形成された孔 2

8 a に挿入され、第 1 ホルダ一 2 5 および第 2 ホルダ一 2 6 は、直接バ ック

プレー ト2 9 に固定される。



[0023] ラバ一 ドーム （復帰部材） 2 7 は、図 2 に示すように、メンブレンシー ト

2 8 とキ一 トップ 2 の間に配置 され、キ一 トップ 2 の押下時にメンブレ

ンシー ト2 8 を押圧する突起部 2 7 a が形成されている。突起部 2 7 a の下

方のメンブレンシ一 ト2 8 には、図示 していないが接点部が設けられている

。突起部 2 7 a が接点部を押圧することにより接点部が電気的に導通される

[0024] 図 1 1 は本実施例の第 1 支持部材 2 2 、第 2 支持部材 2 3 および第 3 支持

部材 2 4 とラバー ドーム 2 7 との大きさの関係を示す説明図である。図 1 1

において、ラバ一 ドーム 2 7 の径 （配置径）を L とし、第 1 支持部材 2 2 の

摺動 ピン 2 2 a の先端か ら摺動 ピン 2 2 b の先端までの距離 （第 1 支持部材

2 2 を矩形とした場合の短い方の辺の長さ）を L 1 とし、第 2 支持部材 2 3

の幅 （同様に第 2 支持部材 2 3 を矩形とした場合の短い方の辺の長さ）を L

2 とし、第 3 支持部材 2 4 の幅 （同様に第 3 支持部材 2 4 を矩形とした場合

の短い方の辺の長さ）を L 3 とする。

[0025] この場合、本実施例では、 L 1 、 L 2 、 L 3 ともにラバ一 ドーム 2 7 の径

L 以下に設定 している （L 1 ≤ L 、 L 2 ≤ L 、 L 3 ≤ L ) 。 これによりラバ

- ドーム 2 7 の径に囚われないで支持部材を配置することが可能となる。ま

た支持部材をラバー ドーム 2 7 の径より小さくすることにより、支持部材 自

体を小さくし、それによりキースィッチ自体の大きさを小さくすることが可

能である。さらにキースィッチの形状にも柔軟に対応することも可能である

[0026] 次に本実施例の動作を説明する。キー トップ 2 が押下される前の状態は

図 2 に示す状態である。この状態では、第 1 支持部材 2 2 の突起部 2 2 f の

テ一パ面 2 2 f a が、メンブレンシ一 ト2 8 に面接触 しているので、また、

第 1 支持部材 2 2 の端部に形成された面取 り部 2 2 c が第 1 摺動保持部 3

a 、 3 1 b の延長部 3 1 e 、 3 1 f に面接触 しているので、キ一 トップ 2 1

は安定 した状態で位置保持されている。また第 2 支持部材 2 3 に形成された

面取 り部 2 3 g がメンブレンシ一 ト2 8 に面接触 しているので、これによつ



てもキ一 トップ 2 は安定 した状態に保持される。

[0027] この状態から図 2 に示す矢印方向にキー トップ 2 1 が押下されると、第 1

支持部材 2 2 は回転 ピン 2 2 d 、 2 2 e を中心に図 2 における時計回 り方向

に回転する。このときキ一 トップ 2 1 の第 1 摺動保持部 3 1 a 、 3 1 b の溝

部 3 1 c 、 3 1 d を第 1 支持部材 2 2 の摺動 ピン 2 2 a 、 2 2 b が水平方向

に摺動する。キー トップ 2 1 を最下部まで押下すると、第 1 支持部材 2 2 は

、図 1 2 に示すように略水平状態になる。

[0028] また第 2 支持部材 2 3 は、回転 ピン 2 3 e 、 2 3 f を中心に図 2 における

反時計回 り方向に回転する。このとき摺動円柱部 2 3 a が、第 2 摺動保持部

3 2 a 、 3 2 b の溝部 3 2 c 、 3 2 d 内を水平方向に摺動する。キ一 トップ

2 1 が最下部まで押下されると、第 2 支持部材 2 3 は、図 1 3 に示すように

、略水平状態になる。

[0029] 第 3 支持部材 2 4 は、回転保持部 3 3 a 、 3 3 b に保持されている支軸部

2 4 a を中心に、図 7 に示す状態から反時計回 り方向に回転する。このとき

第 3 支持部材 2 4 の先端部 2 4 d 、 2 4 e は、それぞれ第 1 ホルダ一 2 5 の

溝部 2 5 d および第 2 ホルダー 2 6 の溝部 2 6 d 内を水平方向に摺動する。

キー トップ 2 1 が最下部まで押下されると、第 3 支持部材 2 4 は、図 1 4 に

示すように、略水平状態になる。

[0030] 以上の一連の動作が同時に行われているとき、第 1 支持部材 2 2 は、図 4

に示すように、回転 ピン 2 2 d 、 2 2 e の先端部がそれぞれ第 1 ホルダ一 2

5 の溝部 2 5 a 、 2 5 b の奥壁 2 5 a a 、 2 5 b a により位置規制されるこ

とにより、矢印 Y 方向の位置ずれが規制される。そ して第 1 摺動保持部 3 1

a 、 3 1 b は、第 1 支持部材 2 2 の摺動 ピン 2 2 a 、 2 2 b の先端部により

それぞれ溝部 3 1 c 、 3 1 d の外側壁 3 1 c a 、 3 d a が位置規制されて

おり、これによりキー トップ 2 1 が矢印 Y 方向への位置ずれを規制される。

[0031 ] また第 2 支持部材 2 3 は、図 1 に示すように、その側面 2 3 h 、 2 3 i が

第 2 ホルダ一 2 6 の内壁部 2 6 g 、 2 6 h に摺接 して位置規制されることに

より、矢印 Y 方向の位置ずれを規制される。そ して第 2 摺動保持部 3 2 a 、



3 2 b は、第 2 支持部材 2 3 の摺動円柱部 2 3 a の先端部によりそれぞれ溝

部 3 2 c 、3 2 d の奥部が位置規制されており、これによつてもキー トップ

2 が矢印Y 方向への位置ずれを規制される。

[0032] 第 3 支持部材 2 4 は、図 1 に示すように、一方の側端部 2 4 b の内側が第

ホルダ一 2 5 の突起部 2 5 e に当接し、他方の側端部 2 4 c の内側が第 2

ホルダ一 2 6 の壁部 2 6 e に当接することにより矢印X 方向の位置ずれが規

制されている。そしてキ一 トップ2 に内側に向けて形成された固定壁 2

a が第 3 支持部材 2 4 の側端部 2 4 b の外側に当接し、キー トップ2 1 の反

対側に同様に内側に向けて形成された固定壁 2 b が第 3 支持部材 2 4 の他

方の側端部 2 4 c の外側に当接している。これによりキー トップ2 1 は矢印

X 方向への位置ずれを規制される。以上のようにキー トップ2 は押下され

た際、矢印X 方向へも矢印Y 方向へも位置ずれせず、また傾くことも回転す

ることもなく、オペレータによる垂直方向の押下に対して垂直に下降する。

[0033] キー トップ2 1 は水平状態を保ち、垂直方向に下降する。これによりラバ

- ドーム 2 7 はキ一 トップ2 の裏面により押圧されて座屈する。座屈した

ラバ一 ドーム 2 7 の突起部 2 7 a がメンブレンシ一 ト2 8 の図示しない接点

部を押圧し、キースィッチが電気的に導通する。オペレータがキー トップ2

に対する押下力を排除すると、ラバー ドーム 2 7 の復帰力により押し上げ

られてキー トップ2 1 は上方へ移動するが、これに伴って、第 1 支持部材 2

2 、第 2 支持部材 2 3 および第 3 支持部材 2 4 がそれぞれ押下時と反対方向

の動作を行い、キー トップ2 は水平状態を保ったまま上方へ移動する。

[0034] 以上のように実施例 1 によれば、第 1 支持部材 2 2 、第 2 支持部材 2 3 お

よび第 3 支持部材 2 4 のそれぞれの少なくとも一辺をラバ一 ドーム 2 7 の配

置径以下にしたので、支持部材をラバー ドーム 2 7 を囲まないように配置す

ることで、キースィッチの幅を狭くすることが可能となる。またキー トップ

2 の大きさの割にラバ一 ドーム 2 7 の大きさを大きくできるので、キース

イッチの長ス トロ一ク化および長寿命化を図ることができる。さらに第 1 支

持部材 2 2 に回転角度を規制するための突起部 2 2 f および面取り部 2 2 c



を形成 し、また第 2 支持部材 2 3 にも面取 り部 2 3 g を形成 したので、キー

トップ 2 1 の非押下時にキー トップ 2 が確実に水平状態を保つことができ

る。さらにキー トップ 2 1 の位置ずれ防止機能を有するので、押下時に、 X

方向にもY 方向にも位置ずれすることな く垂直方向に下降する。

実施例

[0035] 次に実施例 2 について説明する。図 1 5 は実施例 2 のキ一スィッチを示す

平面図である。図 1 5 において、実施例 2 のキ一スィッチ 4 0 は、キ一 トツ

プ4 と、キー トップ4 を上下動可能に支持する第 1 支持部材 4 2 と、第

2 支持部材 4 3 および第 3 支持部材 2 4 と、第 1 支持部材 4 2 および第 3 支

持部材 2 4 を保持する第ホルダー 4 5 と、第 2 支持部材 4 3 および第 3 支持

部材 2 4 を保持する第 2 ホルダー 4 6 と、キー トップ4 が押下されると屈

曲 し、押下力が排除されるとキー トップ4 を元の位置に復帰させるラバー

ドーム 2 7 と、ラバ一 ドーム 2 7 の直下に図示 しない接点部を有するメンブ

レンシ一 トおよびバ ックプレー トとを有する。 （メンブレンシ一 卜とバ ック

プレー トは図示 していない。）

[0036] キー トップ4 1 の平面形状は矩形ではな く、湾曲形状となっている。第 1

支持部材 4 2 は実施例 1 の第 1 支持部材 2 2 と同様の形状で同様に回転可能

になっているが、その回転軸 4 2 a は矢印Y 方向に対 して角度 1 だけキー

トップ4 1 の形状に沿った方向に変位 している。それに伴 って、第 1 ホルダ

_ 4 5 の溝部 4 5 3 、 4 5 b 、 4 5 c が実施例 1 のそれ らに対 して矢印Y 方

向に対 して角度 1 だけ傾けて形成されてお り、また第 1 摺動保持部 5 a

、 5 b も矢印Y 方向に対 して角度 1 だけ傾けて配置 されている。

[0037] また第 2 支持部材 4 3 も実施例 1 の第 2 支持部材 2 3 と同様の形状で同様

に回転可能となっているが、その回転軸 4 3 a は矢印Y 方向に対 して角度

2 だけキ一 トップ4 の形状に沿った方向に変位 している。それに伴 って、

第 2 ホルダ一 2 6 の溝部 4 6 a 、 4 6 b が実施例 1 のそれ らに対 して矢印Y

方向に対 して角度 2 だけ傾けて形成され、第 2 摺動保持部 5 2 a 、 5 2 b

も矢印Y 方向に対 して角度 2 だけ傾けて配置 されている。その他の構成は



実施例 1 と同様である。

[0038] 上記構成の実施例 2 においては、キー トップ 4 押下による動作は上記実

施例 1 と同様である。実施例 2 においては、第 1 支持部材 4 2 および第 2 支

持部材 4 3 を傾 けて配置することによ り、キー トップ 4 の形状に沿 った配

置 とすることができる。第 1 支持部材 4 2 および第 2 支持部材 4 3 をキー ト

ップ 4 1 の形状に沿 つた配置 とすることによ り、キー トップ 4 1 の上面の ど

こを押下 されても、キー トップ 4 1 が傾 くことな く、水平状態を保ちなが ら

下降することが可能 となる。

[0039] 上記各実施例では支持部材 を 3 個設 けた例 を説明 したが、本発明は支持部

材の数は 3 個に限定 され るものではな く、 2 個、 4 個または他の数でもよい

。また上記実施例では支持部材の形状 として、板状 （第 1 支持部材）、角柱

状 （第 2 支持部材）および丸棒状 （第 3 支持部材）の 3 種類の形状支持部材

を使用する例 を示 したが、キースィ ッチの大きさ及び形状に応 じて、どの形

状の支持部材 を使用するか選択可能である。例 えば、キースィ ッチが大きい

場合は板状の支持部材 を使用することができ、キースィ ッチが細長い場合は

丸棒状の支持部材 を使用することができる。

[0040] さらに上記実施例では第 1 支持部材および第 2 支持部材 をクランク形状 と

したが、クランク形状 とすることによ り、支持部材の配置に柔軟性を持たせ

ることができ、よ り一層キースィ ツチの形状に応 じた配置 とすることが可能

となる。即ち、支持部材のクランク形状はキースィ ッチの形状および配置位

置に応 じて柔軟に変更可能である。

産業上の利用可能性

[0041 ] 本発明のキースィ ッチ構造は、情報処理機器、測定装置、医療機器などに

おける入力装置 として用いられ るキーボー ド装置に用いられ、特に小型、薄

型のパー ソナル コンピュータの入力装置 としてのキーポー ド装置に用いられ

る。



請求の範囲

[請求項 1] キー トップを押下 して接点を導通 し、復帰部材 によ りキー トップを

元の位置 に戻すキースィ ツチ構造において、

前記キー トップを上下動可能に支持す る支持部材 を複数具備 し、

前記複数の支持部材 はそれぞれ、少な くとも一辺が前記復帰部材の

配置径以下である、キースィ ッチ構造。

[請求項2] 前記複数の支持部材 はそれぞれ、前記キー トップに設 けられた摺動

保持部または回転保持部に係合す るとともに、ホル ダーに設 けられた

回転保持部または摺動保持部に係合す る、請求項 1 のキースィ ッチ構

前記複数の支持部材の うち少な くとも一つの支持部材 に、非押下時

のキー トップを水平状態に保持す る保持部 を設 けた、請求項 1 のキー

スィ ッチ構造。

前記保持部は前記少な くとも一つの支持部材の両端部に設 けられ る

、請求項 3 のキースィ ッチ構造。

前記複数の支持部材の うち少な くとも一つの支持部材の所定方向の

位置ずれ を規制す る第 1 の規制部 と、前記少な くとも一つの支持部材

に対す るキー トップの前記所定方向の位置ずれ を規制す る第 2 の規制

部 とを設 けた、請求項 1 又は請求項 2 のキースィ ッチ構造。

前記複数の支持部材の うちの前記少な くとも一つの支持部材以外の

支持部材の前記所定方向とは異なる方向の位置ずれ を規制す る第 3 の

規制部 と、該前記少な くとも一つの支持部材以外の支持部材 に対す る

キー トップの前記異なる方向の位置ずれ を規制す る第 4 の規制部 とを

設 けた、請求項 5 のキ一スィ ッチ構造。

前記複数の支持部材の うち少な くとも一つの支持部材 はキー トップ

の非矩形の形状に沿 って配置 され る、請求項 1 のキ一スィ ッチ構造。
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A 2 6 July 2 0 0 2 ( 2 6 . 0 7 . 2 0 0 2 ) ,

paragraph s [ 0 0 1 2 ] , [ 0 0 2 2 ] , [ 0 0 2 9 ] , [ 0 0 3 3 ]
fig . 1 , 7
( ami l y ： none )

Further documents are listed in the continuation of Box C . See patent family annex.

* Special categories of cited documents: " later document published after the international filing date or priority
"A document defining the general state of the art which i s not considered date and not in conflict with the application but cited to understand

to be of particular relevance the principle or theory underlying tiie invention

"E earlier application or patent but published on or after the international "X" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
filing date considered novel or cannot be considered to involve an inventive

L document which may throw doubts on priority claim(s) or which i s step when the document i s taken alone
cited to establish the publication date of another citation or other "Y" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
special reason (as specified) considered t o involve an inventive step when the document i s

"O" document referring to an oral disclosure, use, exhibnion or other means combined with one or more other such documents, such combination

"P" to the international filing date but later than being obvious to a person skilled in the art
"&" document member of the same patent family

Date of the actual completion of the international search Date of mailing of the international search report
2 9 July , 2 0 1 1 ( 2 9 . 0 7 . 1 1 ) 0 9 Augu s t , 2 0 1 1 ( 0 9 . 0 8 . 1 1 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent Of f i c e

Facsimile No. Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (July 2009)
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C (Continuation). DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

Y J P 1 1 - 2 65 63 2 A (Brothe r I ndus trie s , Ltd . ) , 7
2 8 Septembe r 1 9 9 9 ( 2 8 . 0 9 . 1 9 9 9 ) ,
paragraph s [ 0 0 0 1 ] , [ 0 0 0 5 ] , [ 0 0 0 7 ] , [ 0 0 2 1 ] ；
fig . 1
( ami l y ： none )

Form PCT/ISA/2 10 (continuation of second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.
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Box No. I I Observations where certain claims were found unsearchable (Continuation of item 2 of first sheet)

This international search report has not been established in respect of certain claims under Article 17(2)(a) for the following reasons:

Claims Nos.:
because they relate to subject matter not required to be searched by this Authority, namely:

Claims Nos.:
because they relate to parts of the international application that do not comply with the prescribed requirements to such an
extent that no meaningful international search can be carried out, specifically:

Claims Nos.:
because they are dependent claims and are not drafted in accordance with the second and third sentences of Rule 6.4(a).

Box No. Ill Observations where unity of invention i s lacking (Continuation of item 3 of first sheet)

This International Searching Authority found multiple inventions in this international application, as follows:
Document 1 ( J P 7 - 2 9 6 6 7 3 A (Mi t sumi Ele c t r i c Co . , Ltd . ) , 1 0 Novembe r 1 9 9 5

( 1 0 . 1 1 . 1 9 9 5 ) , enti r e text , a l l drawings ) d i s clo s e s " a keyboard swi tch ( key
swi tch s tructure ) i n whi c h a key top ( 6 ) ( key top ) i s pre s s e d down t o p a s s
a current t o a membrane contact p o int ( 2 ) ( contact p o int ) , and the key top
( 6 ) ( key top ) i s returned b y a c l i c k rubbe r ( 3 ) ( return membe r ) , and whi c h
i s provi ded with l ink sha f t s ( 7A , 7 B , 7 C , 7 D ) ( support membe r s ) that suppo r t
s o a s t o pre s s down the key top ( 6 ) ( key top ) with maintenance o f a paral l e l
s tate , wherei n each o f the l ink sha f t s ( 7A , 7 B , 7C , 7 D ) ( suppo r t members ) ,
a n i ntermedi ate s ecti o n ( 7b ) (one s i d e ) o f whi c h h a s not more than the arrangement
diamete r o f the c l i c k rubbe r ( 3 ) ( return membe r ) ( cont inued t o ext r a sheet )

1. [ X ] A s all required additional search fees were timely paid by the applicant, this international search report covers all searchable

claims.

2 . □ A s all searchable claims could be searched without effort justifying additional fees, this Authority did not invite payment of
additional fees.

3. □ A s only some of the required additional search fees were timely paid by the applicant, tms international search report covers
only those claims for which fees were paid, specifically claims Nos.:

4 . □ N o required additional search fees were timely paid by the applicant. Consequently, this international search report
restricted to the invention first mentioned in the claims; it i s covered by claims Nos.:

Remark on Protest The additional search fees were accompanied by the applicant's protest and, where applicable, the
payment of a protest fee.

The additional search fees were accompanied by the applicant's protest but the applicable protest
fee was not paid within the time limit specified in the invitation.

] N o protest accompanied the payment of additional search fees.

Form PCT/ISA/210 (continuation of first sheet (2)) (July 2009)
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Cont inuati on of Bo No . I ェェ—of —conti nuat ion of f i r st sheet (2)

and whe r ei n each of the l ink sha f t s (7A , 7B, 7C, 7D) (support member s )
i s axi al l y suppo rted by the key top (6) (key top ) as a r esul t of bei ng
he l d between hol di ng pi ece s (6b ) (rotati ng/hol ding sect ion ) provi ded
t o the key top (6) (key top ) and i s al so sl idably posi t ioned on a guide
groove (8) (sl ide hol di ng sect ion ) f ormed by a guide pawl ( b ) integral l y
f ormed t o a r esi n frame ( ) (holder ) .〃

Consequent l y , the invent ions of claims 1, 2 are not nove l i n rel at ion
t o the i nventi on di scl osed i n document 1, and do not have a speci al t echni cal
feature .

Hence , as a r esul t of j udgi ng the special techni cal feature of the
dependent claims of cl aim 1, the claims invo lve three i nventi ons - The
special t echni cal feature of each of the se i nventi ons i s as fol lows -

Note that the invent ions of cl aims 1, 2 not having the special techni cal
feature are cl assi f ed i nto I nventi on 1 .

(I nventi on 1) he invent ions of claims 1, 2 , 5, 6

(I nventi on 2) The invent ions of claims 3, 4

(I nventi on 3) The invent ion of cl aim 7

Form PCT/ISA/210 (extra sheet) (July 2009)
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発 明の属す る分野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int .Cl . H01H13/14 (2006. 01) i ，H01H13/702 (2006. 01) i

B . 調査 を行った分野
調査 を行った最小限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int .Cl . H01H13/00- 13/78

最小限資料以外の資料で調査 を行 った分野に含まれ るもの

日本国実用新案公報
日本国公 開実用新案公報
日本国実用新案登録公報
日本国登録実用新案公報 221

ooo9
国際調査で使用 した電子デ、 -ス （デぃ -ス の 9名111 称 、調査 に使用 した用語 )

6111
年年年年

関連す ると認 め られ る文献
引用文献の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文献名 及び一部の箇所が関連す るときは、そ の 関連す る箇所の表示 請求項 の番号

X JP 7-296673 A ( ≤ ッ ミ電機株 式会社） 1995· 1，2
Y 全文 、全 図 3，5-7
A ( フ ア ミ リー な し） 4

JP 11-39986 A ( ミッ ミ電機株 式会社） 1999. 02. 12， 5，6
段落 【0 0 0 1 】、 【0 0 0 9 】、 【0 0 1 9 】、図 1 — 3

( フ ア ミ リー な し）

？ C 欄 の続 きに も文献が列挙 されてい るc パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の後に公表 された文献
ΓΑ 」特 に関連のある文献ではなく、一般的技術水準 を示す 「Τ 」国際出願 日又は優先 日後 に公表 された文献であって

もの 出願 と矛盾す るものではな く、発明の原理又は理論
ΓΕ 」国際出願 日前の出願 または特許 であるが、国際出願 日 の理解 のために引用す るもの

以後 に公表 され た もの 「X 」特に関連のある文献であって、当該文献のみで発明
「L 」優先権主張に疑義 を提起す る文献又は他 の文献の発行 の新規性又は進歩性がない と考 え られ るもの

日若 しくは他 の特別 な理 由を確 立す るために引用す ΓΥ 」特に関連のある文献であって、当該文献 と他の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上の文献 との、当業者 に とって 自明である組合せ に

Γθ 」 口頭 による開示、使用、展示等に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
ΓΡ 」国際出願 日前で、かつ優先権の主張の基礎 となる出願 Γ& 」同一パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国際調査 を完了 した 日 国際調査報告の発送 日
2 9 . 0 7 . 2 0 0 9 . 0 8 . 2 0

国際調査機 関の名称及びあて先 特許庁審査官 （権限のある職員） 3 X 4 8 5 8

日本 国特許庁 （I S A J Ρ ) 森本 哲也
郵便番号 1 0 0 — 8 9 1 5

東京都千代 田区霞が関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 3 7 2

様式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ページ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調 査報告 国際出願番 号 P C T / J P 2 0 1 1 / 0 6 0 6 5 2

c (続 き） . 関連す る と認 め られ る文献
引用文献 の 関連す る
カテ ゴ リ一 水 引用文献名 及 び一部 の箇所 が 関連す る ときは、その 関連す る箇所 の表示 請求項 の番 号

Y JP 2002-208327 A ( エ ス エ ム ケィ株 式会社） 2002. 07. 26, 3
A 段 落 【0 0 1 2 】、 【0 0 2 2 】、 【0 0 2 9 】、 【0 0 3 3 】、図 1 、 7 4

( フ ア ミ リー な し）

Y JP 11- 265632 A (ブ ラザ ー工業株 式会社 ) 1999. 09. 28， 7

段 落 【0 0 0 1 】、 【0 0 0 5 】、 【0 0 0 7 】、 【0 0 2 1 】、 図 1

( フ ア ミ リー な し）

様 式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ の 続 き） （2 0 0 9 年 7 月）
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国際調査報告 国際出願番号 P C T / J P 2 0 1 1 / 0 6 0 6 5 2

第 Π欄 請求の範囲の一部の調査ができないときの意見 （第 -ジの 2 の続き）

法第8条第3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規定により、この国際調査報告は次の理由により請求の範囲の一部について作
成 しなかった。
1 . Γ" 請求項 は、この国際調査機関が調査をするこ とを要 しない対象に係 るものであ る。

つまり、

請求項 は、有意義な国際調査をすることができる程度まで所定の要件を満
ない国際出願の部分に係 るものである。つまり、

請求項 は、従属請求の範囲であってP C T 規則6. 4 (a) の第 2 文及び第3文の規定に
従って記載されていない

第 欄 発明の単一性が欠如 しているときの意見 （第 -ジの 3 の続き）

次に述べるようにこの国際出願に二以上の発明があるとこの国際調査機関は認めた。
文献 1 (JP 7-296673 A ( ミツ ミ電機株式会社）1995. 11. 10, 全文、全図）には、「キー トップ （6 ) (キー ト
プ）を押下 してメンブ レン接点 （2 ) (接点）を導通 し、ク リックラバー （3 ) (復帰部材）により上記キー
ップ （6 ) (キー トップ）を復帰す るキーボー ドス ィ ッチ （キース ィ ッチ構造）において、上記キー トップ
6 ) (キー トップ）を平行状態を保ったままで押 し下げ られ るよ うに支持す る リン クシ ャ フ ト （7 A 、 7 B 、
C 、 7 D ) (支持部材）を備 え、上記 リン クシ ャ フ ト （7 A 、 7 B 、 7 C 、 7 D ) (支持部材）はそれぞれ、
間部 （7 b ) (—辺）が上記 ク リックラバー （3 ) (復帰部材）の配置径以下であ り、上記 リンクシ ャ フ ト （7
、 7 B 、 7 C 、 7 D ) (支持部材）はそれぞれ、キー トップ （6 ) (キー トップ）に設 けられた挟持片 （6 b )
(回転保持部）に挟持 され ることで、キー トップ （6 ) (キー トップ）に軸支 され るとともに、樹脂 フ レー ム
( 5 ) (ホルダー）に一体成形 された案内爪 （5 b ) によって形成 され る案内溝 （8 ) (摺動保持部）に摺動 自

由に位置す る、キーボー ドスィ ッチ （キース ィ ッチ構造）」が記載 されている。

出願人が必要な追加調査手数 期間内に納付 、 この国際調査報告は、 調査可能な請求
項について作成 した。

2 . 追加調査手数料を要求 調査可能な請求項について調査することができたので、追加調
查手数料の納付を求めな力 'た。

3 . 出願人が必要な追加調査手数料を一部のみ しか期間内に納付 この国際調査報告は、手数料の納
付のあった次の請求項のみについて作成 した。

4 . 出願人が必要な追加調査手数料を期間内に納付 しなかったので、 この国際調査報告は、請求の範囲の最初に記載
されている発明に係 る次の請求項について作成 した。

追加調査手数料の異議の申立てに関する注意
□ 追加調査手数料及び、該当する場合には、異議申立手数料の納付 と共に 出願人から異議申立てがあつた。

追加調査手数料の納付 と共に出願人から異議申立てがあつたが、異議申立手数料が納付命令書に示 した期間
内に支払われなかった。

お 追加調査手数料の納付はあったが、異議申立てはなかった。

様式P C I S A / 2 1 0 (第 -ジの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）
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したがって、請求項 1 、 2 に係 る発 明は、文献 1 に記載 され た発 明に対 して、新 規性 が認 め られず 、特別 な
技術 的特徴 を有 しない。

そ こで、請求項 1 の従属請 求項 につ いて特別 な技術 的特徴 を判 断す る と、請求 の範 囲 には 3 の発 明が含 まれ
る。 これ らの各発 明の特別 な技術 的特徴 は以下 の とお りで あ る。

なお 、特別 な技術 的特徴 を有 しない請求項 1 、 2 に係 る発 明は、発 明 1 に区分す る。

(発 明 1 ) 請 求項 1 、 2 、 5 、 6 に係 る発 明

(発 明 2 ) 請 求項 3 、 4 に係 る発 明

(発 明 3 ) 請 求項 7 に係 る発 明

式 P C T I S A 2 1 0 (特別ページ） （2 0 0 9 年 7 月）
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